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この都市計画道路は、主要幹線道
路として拡幅整備されている 25m
幅員の道路です。 

一見、きれいに舗装され、植樹帯
付きの歩道は広く、良好な街並みが
整備されたかに見えます。 

しかし、都市計画道路の沿道に 
目を向けてみると、鋭角に接続する
区画道路や、狭小な残地、不整形な 
残地が発生し、沿道利用が困難な 
土地が散在しています。 

都市計画道路の整備にあたり、同
様の悩みをかかえていませんか？ 



この都市計画道路は、駅前に通ずる賑わ
いある商店街に計画決定されている路線 
です。 

用地買収により、この都市計画道路を 
整備すると、商店街の半分の店がなくなっ
てしまいます。 

このような都市計画道路の整備で悩まれ
ていませんか？
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都市計画道路の整備手法には、主に、用用地買収方式と区区画整理方式の二つの方法が
あります。 

通常の街路事業では、用地買収方式が用いられていますが、沿沿道区画整理型街路事
業や沿沿道整備街路事業などの区画整理方式も整備手法として利用されています。 

このほかにも、再開発事業や都市計画の誘導容積制度等により都市計画道路用地を確
保する手法もあります。 

 

１．用地買収方式とは 
用地買収方式とは、都市計画道路区域内の必要な土地だけを買収します。その際、

支障となる物件等（建物や塀）に対しては、金銭で補償します。 
したがって、都市計画道路区域外の土地（これを「残残地」といいます。）は、買収さ

れずそのまま残ります。 
 
 
 
 

＜ 一般的な用地買収方式による用地確保の方法 ＞ 
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２．区画整理方式とは 
区画整理方式は、都市計画道路にかからない土地も区画整理区域に含めて都市計画

道路を整備するとともに、必要な区画道路も整備します。 
これらの道路を整備するために新たに必要となる用地は、原則として区画整理区域

内の権利者が土地の一部を出し合う仕組みとなっています。 
ただし、区画整理区域内に売却希望者がいる場合は、土地を任意に買収（これを「減減

価買収」といいます。）して、道路等の公共施設の用地に充てる場合もあります。 
 
 
 

＜ 区画整理方式による用地確保の方法 ＞ 
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用地買収方式でも区画整理方式でも都市計画道路は同じように整備されますが、  
“沿道のまちづくり”には、大きな違いがあります。 

 

１．用地買収方式により整備する場合 
用地買収方式により都市計画道路を整備した場合、沿道の残地の奥行きが十分にあ

り、建物を再建できる土地であれば “沿道のまちづくり”が実現します。 
しかし、沿道の場所によっては、そのような良好な土地ばかりではないため、奥行

きの浅い土地や不整形な土地が残されたり、小規模な土地が残されることがあり“沿道
のまちづくり”として課題が発生します。 

都市計画道路にかからない土地は買収されないため、所有者が買い取りを希望して
も買い取られず、利用困難な土地として残されることもあります。 

 
 

＜ 用地買収方式で整備した沿道のすがた ＞ 
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２．区画整理方式により整備する場合 
区画整理方式により整備した場合には、土地が整形化されて道路に面するようにな

り、沿道の土地は建物の敷地として利用できるようになります。 
また、区画道路も同時に整備することにより、地域全体の道路体系が整えられ、良

好な“沿道のまちづくり”が実現します。 
 
 

＜ 区画整理方式で整備した沿道のすがた ＞ 
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１．権利者の視点からみた長所と短所 
用地買収方式と区画整理方式には、権利者の視点からみた場合、それぞれ次のよう

な長長所と短所があります。 
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２．権利者の意向別にみた長所と短所 
都市計画道路に土地がかかる場合と、かからない場合、またこれらの土地の権利者

が残留希望者の場合と転出希望者の場合で、用地買収方式と区画整理方式は、それぞ
れ次のような長長所と短所があります。 

（１）用地買収方式の意向別にみた長所と短所 
土地の権利者にとって用地買収方式は、転出希望者には意向にそう事業ですが、残

留希望者には意向にそわない事業となります。 
都市計画道路区域内において、転出希望者は、道路用地として買収されて転出希望

が実現しますが、残留希望者は、同じく道路用地として買収されてしまうため、残留
希望が実現しません。 

都市計画道路にかからない土地は、事業の対象外であるため、残留または転出の希
望があっても、権利者が利害を受けることはなく、現状が維持されます。 
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（２）区画整理方式の意向別にみた長所と短所 
土地の権利者にとって区画整理方式（原則、区画整理区域内の土地はすべて残る）

は、残留希望者にとっては意向にそう事業ですが、転出希望者には意向にそわない  
事業となります。 

残留希望者は、生活再建が可能な換換地（区画整理による代替地）により残留希望
が実現しますが、逆に転出希望者には、同じく換換地があるために転出希望が実現し
ません。 
 
 
 

 
 

 



8 

３．権利者の意向と事業方式の関係 
（１）権利者の意向の一般的な傾向 

都市計画道路にかかる土地の権利者とかからない土地の権利者で、権利者の意向の
一般的な傾向としては、このようなものがあります。 

 

（２）権利者の意向と事業方式の関係 
このような様々な意向について、用地買収方式により希望に応えられるものや応え

られないもの、または、区画整理方式により希望に応えられるものや応えられないも
のがあります。 

 
事 業 方 式 権 利 者 の 

意 向 タタ イイ ププ 用地買収方式 区画整理方式 
対応可能 ○ 

Ａ. 残地残留 対応可能 ○ 
(用地の買収は対応不可能) × 

Ｂ. 沿道残留 対応不可能 × 対応可能 ○ 
Ｃ. 背後地残留 対応不可能 × 対応可能 ○ 

用地は対応可能 ○ 
Ｄ. 転 出 

残地は対応不可能 × 
対応不可能 × 

対応可能 ○ 
Ｅ. 残地代替地 対応不可能 × 

(用地の買収は対応不可能) × 

都 市 計 画 道 路 
に か か る 
土 地 の 権 利 者 

Ｆ. 集 約 対応不可能 × 対応可能 ○ 
Ｇ. 転 出 対応不可能 × 対応不可能 × 
Ｈ. 事業参加 対応不可能 × 対応可能 ○ 

都 市 計 画 道 路 
に か か ら な い 
土 地 の 権 利 者 Ｉ. 現状維持 対応不可能 × 対応不可能 × 
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用地買収方式と区画整理方式には、それぞれに長所と短所があり、様々な権利者の意
向に対応できない場合があります。 

そのため、権利者の様々な意向に対応しながら、沿道のまちづくりを実現することが
できる事業手法として、用地買収方式の長所と区画整理方式の長所を““いいとこ取り”
した事業『『沿道整備街路事業』が平成 11 年に創設されました。 
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１．沿道整備街路事業の適用に関する要点 
沿道整備街路事業（略して「沿街」といいます。）は、下記のような場合に適用され

る事業であり、主に用地買収方式や従来の区画整理方式による整備では課題の解決が
困難な地区について、一つの解決のための手段として様々な場面で活用されています。 

 
 



11 

２．沿道整備街路事業による意向の対応 
沿道整備街路事業を導入することで、それぞれの権利者の意向に応じた整備を、以

下の２つの例のように実現することができます。 

＜ 沿街による意向対応モデル① ＞ 

 

＜ 沿街による意向対応モデル②  ＞ 
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３．沿道整備街路事業による土地の移動 
沿道整備街路事業の最大の特徴は、土地の移動や入れ替えが簡単にできることです。 
転出希望者から道路用地として買収した土地を、都市計画道路区域内の残留希望者

の土地と玉突きで移動し、何段階かの玉突きによる土地の移動を行うことで、最終的
に都市計画道路や区画道路の用地が確保されます。 

 
 
 

＜ 沿街による土地の玉突き移動イメージ  ＞ 
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１．沿道整備街路事業の効果的な適用パターン 
街路事業を進める際、用地買収方式では必ずしも適していない場合があります。 
このような場合には、“沿道整備街路事業”の適用を検討することが望ましいと考

えられます。 
 

“沿道整備街路事業”を適用することが効果的な例を紹介します。 
 

（ア）沿道への残留希望と区域外への転出希望等をかなえる例 
都市計画道路にかかる土地の所有者（Ａ,Ｂ）が沿道に残留を希望し、都市計画道

路区域外の土地所有者（Ｃ）が売却処分により転出を希望する場合、これらの意向を
組み合わせることにより双方の意向をかなえることが出来ます。 

 

 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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（イ）残地を解消する例
都市計画道路にかかる土地の残留希望者（Ａ,Ｂ）が、用地買収後に残地再建でき

ず、転出を余儀なくされ狭小残地が残されてしまう場合、転出希望者（Ｃ）の残地を
組み合わせることにより、狭小残地の解消と残留希望者（Ａ,Ｂ）の土地を回復する
ことが出来ます。 

 
 

 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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（ウ）都市計画道路区域外の土地所有者の都市計画道路への接道をかなえる例
残地の買い取り希望（Ｂ）があり、一方で、都市計画道路区域外の土地所有者（Ｃ）

が都市計画道路への接道を希望する場合、これらの意向を組み合わせることにより、
双方の意向をかなえることが出来ます。 

 
 

 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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（エ）宅地の集約を行う例
沿道及びその周辺に複数の土地を所有している土地所有者（Ａ）が、その土地の一

つが用地買収により残地再建が不可能な場合、複数の土地の集約を行うことで再建が
可能な土地にすることが出来ます。 

 
 

 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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（オ）区画道路の付け替え例
都市計画道路の整備によって、接続する区画道路の交差角が鋭角となり、良好な道

路形態にならない場合、区画道路の付け替えを行うことにより、接続が改善されます。 
 

 

 
 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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（カ）不要な里道や水路を廃止して有効活用する例
不要な里道や水路がある場合、当該用地を廃止し、都市計画道路に充当することが

できます。 
残留希望者（Ａ,Ｂ）の土地を再配置するなど有効活用を図るとともに、用地買収

の面積を少なくすることが出来ます。 
 
 

 
 
 

＜ イメージ図 ＞ 
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権利者の意向 

 

２．沿道整備街路事業のケーススタディ 
実際の沿道整備街路事業は、前述の（ア）～（カ）の適用パターンが複数組み合わさ

れた事業となっており、複数のパターンが組み合わさることで、沿道整備街路事業の導
入効果が有効に発揮されます。 

以下のとおり、沿道整備街路事業を検証すると、権利者の意向によく対応できること
がわかります。 

 
 

（１）ケーススタディＡ地区 
ケーススタディＡ地区では、前述の適用パターンのうち、主に（ア）と（イ）の

パターンが組み合わされたケースです。 
 

１）沿道整備街路事業の導入の必要性
Ａ地区は、賑わいのある商店街のほ

ぼ中央に位置しており、片側拡幅の都
市計画道路（幅員 18ｍ）が計画され
ています。 

用地買収方式により整備すると、沿
道の商店が軒並み転出となり、商店街
に深刻なダメージを及ぼすため、権利
者Ｂ,Ｃ,Ｄ,Ｅ,Ｆの残留希望者を救済
し、商売が継続できるように、沿道を
含めた一体的な整備が必要となりま
す。 

 
 

２）事業の方針
住宅利用の権利者Ａの土地を整形化するとともに、土地の一部を買収して道路用

地に充てます。 
残留不可能な権利者Ｂ,Ｃ及び残地が狭小な権利者Ｄ,Ｅは、商売が継続できるよ

うにセットバックし、住宅希望の権利者Ｆは裏地へ再配置することで、それぞれの
意向が実現します。 

権利者Ｅは、用地買収に応じたものの商売を続けたい意向があるため、残地部分
を沿道整備街路事業へ参加させることにより、用地買収以前の面積を換地で回復さ
せることができます。 
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権利者の意向 

 

３）権利者の意向への対応
権利者 権利者の意向 権利者の意向への対応 

Ｂ 沿道に残留し、商売を継続したい 整備前と同じ面積で角地に換地するため、角地分の
清算金が発生するが、商売を続けることができる 

Ｃ 沿道に残留し、商売を継続したい 

Ｄ 沿道に残留し、商売を継続したい 

概ね現位置でセットバックして換地が定められ、 
整備前と同規模の商売を継続することができる 

Ｅ 沿道に買収前の面積を確保し、 
商売を継続したい 

用地買収により得たものと同額の清算金で大きな 
換地が得られ、商売を再開できる 

Ｆ 商売は止め、背後地に代替地が 
ほしい 

残地を残すことなく、居住環境の良い背後地へ 
代替地が確保される 

 
整備前の土地               整備後の土地 

 
 
 
 

（２）ケーススタディＢ地区 
ケーススタディＢ地区では、前述の適用パターンのうち、主に（イ）と（ウ）と

（オ）のパターンが組み合わされたケースです。 
 

１）沿道整備街路事業の導入の必要性
Ｂ地区は、延長千数百メートルの都市

計画道路の一部区間です。 
用地買収方式により整備すると、不整

形な残地や区画道路の接続が不良にな
り、沿道を含めた一体的な整備が必要と
なります。 
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２）事業の方針
権利者Ｂの土地を道路用地として買収し、かつ都市計画道路が整備されることで

不要となる道路を廃止することで、宅地を生み出します。 
残留不可能な権利者Ｃ，Ｄ及び残地が狭小な権利者Ｌ，Ｋ，Ｊ，Ｉを宅地に移動

することでそれぞれの意向を実現します。 
そのほか、不要な区画道路を都市計画道路用地に充てることで、用地買収の面積

を少なくすることが出来ます。 
 

３）権利者の意向への対応
権利者 権利者の意向 権利者の意向への対応 

B 土地を売りたい 残地も含めて大部分が道路用地として買収される 
C 沿道で商売を続けたい 

D 沿道で商売を続けたい 
E の土地の整形化によりできたスペースに換地が 
得られ、商売を継続できる 

E 沿道に整形地がほしい 土地を整形化して三方路地に換地する 

F 都市計画道路に面したい 都市計画道路の沿道に面した換地が得られる 

G 都市計画道路に面したい Ｂの狭小な残地を買収するため沿道に換地できる 
I 沿道に残って住み続けたい 沿道に整備前と同規模の換地が得られる 

J 沿道に残って住み続けたい 
K 沿道に残って住み続けたい 

不要な区画道路を廃止することで沿道に残留できる 

L 沿道に残って住み続けたい Ｂの残地買収によりできたスペースに換地が得られる 
 

整備前の土地               整備後の土地 
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現在、沿道整備街路事業が実施されている地区は全国で 12 地区あります。そのうち

の 7 地区（No.①～⑦）は事業が完了しており、5 地区（No.⑧～⑫）は事業中となっ
ています。 

 
 
 

No. 都市名 路線名 計画幅員 街 路 事 業 
施 行 者 

区画整理事業 
施 行 者 

区画整理事業 
認 可 時 期 

① 山梨県 大月市 大月駅前通線 12～15m 県 市 平成 13 年 12 月 

② 徳島県 小松島市 芝生日ノ峰線 16m 県 県 平成 14 年 6 月 

③ 愛知県 名古屋市 古鳴海停車場線 18m 市 市 平成 15 年 2 月 

④ 長野県 佐久市 取出中央線 16m 県 市 平成 15 年 3 月 

⑤ 山口県 宇部市 宇部新川駅沖ノ山線 27～36m 市 市 平成 15 年 3 月 

⑥ 静岡県 掛川市 下俣二瀬川線 17m 県 市 平成 16 年 9 月 

⑦ 東京都 東村山市 久米川駅清瀬線 16m 市 市 平成 18 年 4 月 

⑧ 長野県 諏訪市 大手豊田線 22m 市 市 平成 19 年 4 月 

⑨ 大阪府 堺市 鳳上線 18m 市 市 平成 20 年 5 月 

⑩ 長野県 佐久市 原東１号線 22m 市 市 平成 21 年 2 月 

⑪ 福島県 喜多方市 坂井四ツ谷線 20m 市 市 平成 21 年 9 月 

⑫ 栃木県 宇都宮市 雀宮駅前線 19m 市 市 平成 21 年 12 月 

 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 

国土交通省 都市・地域整備局 街路交通施設課 
TEL 03-5253-8111（内線 ３２８４３） 

問い合わせ先 


